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a 電子入札により送信された入札書（紙入札
による参加が認められている場合は、提出さ
れた入札書。）については、入札心得第６条各
号に該当するものを除き、入札金額の誤記入
又は積算ミス等により意図しない金額による
入札を行った場合においても有効なものとし
て取り扱うこととなるので留意すること。ま
た、落札決定後に当該契約を辞退する場合は、
原則として、指名停止措置が講じられるので
留意すること。

５ その他
\ 契約の手続において使用する言語及び通貨
は、日本語及び日本国通貨に限る。

] 入札保証金及び契約保証金
{ 入札保証金 納付（保管金の取扱店 日
本銀行福岡支店）。ただし、利付国債の提
供（取扱官庁 九州地方整備局）又は銀行
等の保証（取扱官庁 九州地方整備局）を
もって入札保証金の納付に代えることがで
きる。また、入札保証保険契約の締結を行
い、又は契約保証の予約を受けた場合は、
入札保証金を免除する。

| 契約保証金 納付（保管金の取扱店 日
本銀行福岡支店）。ただし、利付国債の提
供（取扱官庁 九州地方整備局）又は金融
機関若しくは保証事業会社の保証（取扱官
庁 九州地方整備局）をもって契約保証金
の納付に代えることができる。また、公共
工事履行保証証券による保証を付し、又は
履行保証保険契約の締結を行った場合は、
契約保証金を免除する。

^ 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者のした入札、申請書又は資料に虚偽
の記載をした者のした入札及び入札に関する
条件に違反した入札は無効とする。

_ 落札者の決定方法 予決令第79条の規定に
基づいて作成された予定価格の制限の範囲内
で、上記３に定めるところに従い、評価値の
最も高い者を落札者とする。
ただし、落札者となるべき者の入札価格に
よっては、その者により当該契約の内容に適
合した履行がなされないおそれがあると認め
られるとき、又はその者と契約を締結するこ
とが公正な取引の秩序を乱すこととなる恐れ
があって著しく不適当であると認められると
きは、予定価格の制限の範囲内で、当職の定
める最低限の要求要件を全て満たして入札し
た他の者のうち評価値が最も高い者を落札者
とすることがある。

` 総合評価落札方式に伴う技術提案 本工事
における施工計画の提出にあたって、入札説
明書の別冊図面及び別冊仕様書に参考として
示された図面及び仕様書（標準案）の内容に
ついて、これと異なる施工方法等（技術提案）
で施工しようとする場合は、その内容を示し
た施工計画を提出すること。
技術提案による施工計画が適正と認められ
ない場合または標準案により施工しようとす
る場合は、標準案による施工を行うことを示
す資料を提出すること。
また、提出を行う技術提案書の作成にあ
たっては、当該入札に参加しようとする他の
技術提案提出者と技術提案の内容等につい
て、いかなる相談・協議等を行ってはならな
い。これに違反した場合は、当該入札に係る
競争参加資格を与えないものとする。

a 配置予定技術者と建設業法第７条第２号又
は第15条第２号に定める営業所の専任技術者
（以下「営業所の専任技術者」という。）の重
複確認 本工事が建設業法第26条第３項に該
当する場合、入札に参加し落札者となった者
は、落札決定後、契約締結までに、配置予定
技術者が営業所の専任技術者と重複していな
いことが確認できる資料を提出するものとす
る。

b 配置予定技術者の確認 落札者決定後、Ｃ
ＯＲＩＮＳ等により配置予定技術者等の専任
制違反の事実が確認された場合、契約を結ば
ないことがある。なお、種々の状況からやむ
を得ないものとして承認された場合の外は、
申請書の差替えは認められない。

c 専任の監理技術者の配置が義務付けられて
いる工事において、調査基準価格を下回った
価格をもって契約するときは、専任の監理技
術者とは別に、同等の要件を満たす技術者の
配置を求めることがある（入札説明書参照。）。

d 契約締結後の技術提案 契約締結後、請負
者は設計図書に定める工事目的物の機能、性
能等を低下させることなく請負代金額を低減
することを可能とする施工方法等に係る設計
図書の変更について、当職に提案することが
できる。ただし、総合評価に係る技術提案の
範囲（契約後ＶＥにつながる基本的な考え方
を除く。）は対象としない。

提案が適正であると認められた場合には、
設計図書を変更し、必要があると認められる
ときは請負代金額の変更を行うものとする。
詳細は特記仕様書等による。

e 手続きにおける交渉の有無 無。
Ĉ 契約書作成の要否 要。
D̂ 当該工事に直接関連する他の工事の請負契
約を当該工事の請負契約の相手方との随意契
約により締結する予定の有無 無。

Ê 関連情報を入手するための照会窓口 上記
４\に同じ。

F̂ 一般競争参加資格の認定を受けていない者
の参加 上記２]に掲げる一般競争参加資格
の認定を受けていない者も上記４^により申
請書及び資料等を提出することができるが、
競争に参加するためには、開札の時において、
当該資格の認定を受け、かつ、競争参加資格
の確認を受けていなければならない。

Ĝ 詳細は入札説明書による。
６ Summary

\ Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Osamu Yoshizaki Di-

rector-General of Kyusyu Regional Devel-

opment Bureau Ministry of Land, Inf-

rastructure, Transport and Tourism

] Classification of the services to be pro-

cured : 41

^ Subject matter of the contract : Construc-

tion work for establishment of The Ya-

maguchi dai1 Tunnel Higashi-Kyushu Ex-

pressway

_ Time-limit for the submission of applica-

tion forms and relevant documents for the

qualification : 5 : 00 P.M. 20 August 2012

` Time-limit for the submission of tenders

by electronic bidding system : 12 : 00 P.M.

(noon) 15 October 2012 (tenders bring with

12 : 00 P.M. (noon) 15 October 2012 Or sub-

mitted by mail 12 : 00 P.M. (noon) 15 Octo-

ber 2012)

a Contact point for tender documentation :

The Contract Division, Kyusyu Regional

Development Bureau, Ministry of Land, Inf-

rastructure, Transport and Tourism, 2`

10`7, Hakataeki-Higashi, Hakata-ku, Fu-

kuoka-shi, 812`0013, Japan, TEL 092 (471)

6331 EX. 2534

入 札 公 告（建設工事）

次のとおり一般競争入札に付します。
平成 24年７月 20日
契約責任者
郵便事業株式会社経理部門担当執行役員

中城 吉郎
◎調達機関番号 411 ◎所在地番号 13

１ 工事概要 \品目分類番号 41 ]工事名
札幌支店空調設備模様替工事 ^工事場所 北
海道札幌市東区北六条東１`２`１ _工事内
容 構造 鉄骨鉄筋コンクリート造 地下１階
地上６階 延床面積 約43¶550fl 用途 郵

便施設 工事内容 施設全体の空調設備、各階
便所、給排水設備、電気設備の模様替及び付随
する建築工事を行うものである。`工期 平成
26年３月10日まで a使用する主要な資機材
真空式温水発生機１台、電気式ヒートポンプマ
ルチエアコン室外機49台及び室内機334台、電
気式ヒートポンプパッケージ型空気調和機27

台、低温用電気式ユニットクーラー室外機２台
及び室内機６台、給排風機28台、全熱交換機55

台、氷蓄熱式エアコン１台、ユニットヒーター
35台、電気パネルヒーター７台、ダクト接続型
電気ヒーター９台、電気式遠赤外線ヒーター17

台、密閉式膨張タンク２台、温水ポンプ２台、
タンク付給水ポンプユニット１台、揚水ポンプ
２台、屋外キュービクル２基（１φ変圧器150

kVA×１、３φ変圧器500kVA×２、150kVA

×１）、（３φ変圧器500kVA×２、200kVA×
１）、分電盤（電灯盤14面、動力盤22面）、ＬＥ
Ｄ照明器具1¶094台、Hf照明器具2¶092台 b本
工事は、契約締結後に施工方法等の提案を受け
付ける契約後ＶＥ方式の工事である。詳細は入
札説明書による。c本工事は、建設工事に係る
資材の再資源化等に関する法律（平成12年法律
第104号）に基づき、分別解体等及び特定建設
資材廃棄物の再資源化等の実施が義務付けられ
た工事である。
２ 取引先の資格 次の\及び]に掲げる要件を
すべて満たす単体による参加者（以下「単体参
加者」という。）又は、次の\から^までの要件
をすべて満たす者により構成され、かつ_の要
件を満たす特定建設工事共同企業体（以下「共
同企業体」という。）であること。\単体参加者
及び共同企業体のすべての構成員に求める要件�
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